
「指導料等の適正な算定に向けた基盤整備」 
     長崎大学病院   岡田 みずほ 

【概要】 
 医師や看護師が行った患者指導は、適切に行われることで病院収益にもつながることから、適切な患

者指導の実践と算定は、職員一人一人が診療報酬を理解の上に成り立つと言っても過言ではない。しか

し、大学病院は他の医療施設と比較し、職員の入退職が多いこともあり、算定等に関する知識のばらつ

きやシステムの不慣れによる算定漏れなどにより、実施した患者指導が適正な算定につながらない状況

が散見された。今回、他施設訪問を行い、「有機的な場づくりを行うことで他部門との連携強化は自然と

促進される」との助言を得ることができた。その他施設訪問後、医師が算定する指導管理料及び医師と

看護師が協働して算定できる指導管理料や指導料等の適正な算定に向けた基盤整備として、医事課職員

と経営担当副看護部長をコアメンバーとするチームを設置した。また、アドバイザーとして、事務部長、

看護部長の協力を得て活動を実践した。 
今回、多職種・他部門が関わるがん患者指導管理料の算定が伸び悩んでいる点に着目し、外来看護師、

がん診療センターの担当看護師（以下、がん看護専門看護師と略）等を協力者として、現状の算定まで

の運用フローにおける問題点の抽出を行った。その結果、看護師が病状説明への同席をタイムリーに行

うためには、医師への積極的な働きかけのみならず、外来看護師とがん看護専門看護師との役割分担の

明確化と情報連携のあり方を再構築する必要があることが明らかとなった。今後、看護師間の役割分担

の明確化を含め、医師を含めて運用フローを見直すことで、算定向上を目指すことが重要である。 
 
【背景】 
当院は、長崎県の中央部に位置する長崎市にあり、長崎県内唯一の大学病院である。また、二次医

療圏だけでなく県下全域の地域医療の最後の砦としての役割と共に、高度先進医療にも力を入れてい

る特定機能病院でもある。そのため、多くの特定機能病院と同様に DPC/PDPS を導入しており、徹底

した病床管理の元、2018 年度の平均在院日数が 13.09 日、過去 13 年間で平均 9 日以上在院日数が短

縮している。在院日数が短縮化した分、病棟業務は過密化したが、そのような中でも病棟看護師は、

患者が住み慣れた地域で自分らしく生活が継続できることを目標として、患者指導・患者教育を実践

している。また、医療依存度が高いまま在宅療養を継続し、当院の外来に通院している患者に対して

外来看護師は、在宅療養の中で実施した患者指導・患者教育が適切に実践されているかをモニタリン

グし、必要に応じて患者指導・患者教育を行っている。 
本院は、1 日平均 1600～1800 名が外来受診しており、診療や処置の介助、検査介助など様々な診療

の補助業務を行いながら、在宅療養に関する支援、セルフケア指導を実施している状況がある。近年

入院日数が短縮する中で、外来において病状説明や治療や侵襲を伴う検査に対する同意の取得等、患

者の意思決定を行う場面も増加傾向にある。このような中で、タイムリーな意思決定支援や患者が必

要とする教育指導を行い、これを適正な指導料算定につなげるには、多職種協働による基盤整備が重

要であると考えた。 

 
【実践計画】 
1.実践計画の目標 
１）現状の算定までの運用フローにおける問題点の抽出 

２）適切な患者指導の実践（がん看護専門看護師よ看護師の役割分担） 



３）適正な算定に向けた多職種協働による基盤整備 

 

2.方法及びスケジュール 
活動内容 スケジュール 

1)組織化について部門長に趣旨を説明し活動の許可を得る。 2019 年 11 月 
2)事務担当者へ趣旨を説明し、院内で算定可能な指導管理料及び指導料

の抽出と実績状況を把握する。 
2019 年 11 月～12 月 

3)算定フローを確認し、算定状況と合わせて、必要な対策を講じる。 2020 年 1 月～ 
 
【結果】 
1) 検討チームの設立 
 11 月下旬、看護部長、事務部長、医事課課長へ今

回の取り組みに至る経緯と現状の課題について説

明し、検討チーム(図 1)の立ち上げに了承を得た。そ

の後、コアメンバーとなる医事課担当者を選出し、 

1 回/月程度で会議を実施した。 
事務担当者に依頼し、診療科別項目別算定件数を月

ごとに抽出し分析を行った。その結果、看護師が関

わる指導料、指導管理料に着眼し、算定件数向上に

向けた取り組みを行うこととした。               図 1 組織の構築 
                              
2) 現状の算定までの運用フローにおける問題点の抽出      表 1 指導管理料別算定件数 
 2019年12月に医事課担当者へ本取り組みの趣旨を説明

し、コアメンバーとしての活動について了承を得た。現状

を可視化するため、2019 年 4 月から 12 月までの指導管理

料別診療科別での算定実績データの抽出を依頼した。ま

た、指導管理料等の中でも看護師が関わることで算定でき

る項目に着目し、外来看護師長が作成した算定要件及び看

護師が関わることで算定できる指導管理料の一覧表と、医

事課が作成した診療科別データと突合させ算定状況を可

視化した。その結果、最も算定件数が多かった順に、在宅

自己注射指導管理料、移植後患者指導管理料、在宅療養指

導料、在宅自己導尿指導管理料だった(表 1)。このような

状況と合わせて、各指導管理料等に関わることが多い看護

師へヒアリングを行ったところ、がん患者指導管理料が、

外来での病状説明になかなか同席することができず、算定

件数につながらないことが課題として挙げられた。 
当院には、先進的・集学的がん診療及び腫瘍学の教育・

研究の推進を図ると共に、長崎県におけるがん治療の拠点として、地域病院の医療従事者の教育及び啓

発を行い、またがん登録の実施支援等を推進し、継続的に全人的な質の高いがん医療を提供することを



目的として、がん診療センターが設置されている。がん診療センターに所属する看護師は、入院や外来

を問わず、がん患者に対して質の高い看護ケアの提供に努めている。がん患者指導管理料は、医師が看

護師と共同して診療方針等について話し合い、その内容を文書等により提供した場合（500 点）、 医師

又は看護師が心理的不安を軽減するための面接を行った場合（200 点）に算定が可能となる。医事課か

らのデータを分析した結果からは、4 月から 12 月までの 9 か月間での算定件数は 141 件だった。その

うちの外来における算定件数について現状を確認したところ、特定の診療科に偏りがあることや、算定

件数が多い診療科の場合、看護師が事前にピックアップを支援しているなど看護師の介入にも違いが生

じていることが明らかとなった。特に、平成 26 年に実施した医師への調査では、同席依頼ができない

理由として、「同席依頼を忘れる」、「同席依頼する時間がない」、「すぐに看護師が来ない」などが挙げら

れていたことから、医師側の同席に対する認識の違いや、外来看護師の医師への介入方法の違いによっ

て、算定件数にばらつきが生じていることが推察された。そこで、これまでの運用フローを見直すため

外来看護師とがん診療センターの担当看護師間での話し合いの場を持った。 
話し合いの中で、医師が病状を説明する場合に、看護師の同席依頼を毎回実施しているわけではなく、

同席の必要性についての判断基準があいまいであり、看護師側とのコンセンサスが得られていないこと

が明らかとなった。しかし、看護師側でも気になる患者が来院した場合は、がん診療センターの担当看

護師へ連絡するよう心掛けているが、看護師側も同様にがん診療センターへ連絡する基準を明文化して

おらず、システム化できていないなどボトルネックとなっている事案の詳細が明らかとなった。 
 
３）適正な算定に向けた多職種協働による基盤整備 

 今回の取り組みでは、がん患者指導管理料の算定における課題抽出が実施したが、それ以外の指導管

理料や指導料については、未着手である。しかし、今後も医事課担当者との定期的なデータ分析を行い

ながら、今回の課題抽出の手法を他へ応用することで、算定件数向上に向け運用フローを早期に見直す

ことが可能と考える。 
 
【評価及び今後の課題】 
 看護部門から病院経営へ貢献するため、適切な患者指導の実践と適正な算定のための基盤整備に向け、

院内の他部門とチームを形成し、基盤整備を開始した。取り組みの中で、適正な指導管理料等の算定を

行う上で、コアメンバー内で現状の可視化と情報共有を行うことの重要性を認識した。また、事務担当

者が把握する算定件数は、あくまでも患者に対する指導や教育を実施した結果の数値である。どのよう

な運用フローで算定が実施されているか、どこにボトルネックが存在するのか、この点については現場

へのヒアリングや関連部署間での話し合いを持つことで明らかにすることができた。これはまさに「有

機的な場づくり」の成果であったと考える。 
今後は、がん患者指導管理料以外の指導管理料の算定に関しても、他職種協働によるチーム活動で担

当者をサポートし、運用フローの見直しと、関連職種への周知を図ることが課題である。この活動を継

続するとともに、別の指導管理料項目へ活動を継続し、長崎大学病院の指導管理料等の算定適正化と共

に、算定向上に向けたサポート体制の強化を図る予定である。 
 


